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財務諸表等（単独）�事業の選択と集中�

区 分

売 上 高

経 常 利 益

当 期 利 益

1株当たり当期利益

総 資 産

純 資 産

平成１０年度

9,384

△ 98

△ 233

△ 8円22銭

17,707

3,823

8,377

82

△ 151

△ 5円36銭

16,556

3,672

8,168

146

△ 605

△ 21円36銭

15,208

3,070

7,939

△ 40

△ 209

△ 7円39銭

15,240

3,123

平成１1年度 平成１２年度平成１３年度

■業績の推移
（単位：億円）

■部門別売上高の推移

（単位：億円）

（注）１.△印は損失を示しております。
（注）２.1株当たり当期利益は、期中の平均発行済株式総数に基づき算出してお

ります。なお、平成１３年度は、期中の平均発行済株式総数から平均自
己株式数を控除した株式数により算出しております。

平成１０年度� 平成１1年度� 平成１２年度� 平成１３年度�

9,384

機械・�
電子情報�
２,５３４�
（２７％）�

アルミ・銅�
２,２２７�
（２４％）�

鉄鋼・溶接�
４,６２２�
（４９％）�

8,377

機械・�
電子情報�
２,０６５�
（２５％）�

アルミ・銅�
２,０２５�
（２４％）�

鉄鋼・溶接�
４,２８６�
（５１％）�

7,939

機械�
１,７５７�
（２２％）�

アルミ・銅�
１,９６９�
（２５％）�

鉄鋼・溶接�
４,２１２�
（５３％）�

8,168

機械�
１,６０９�
（２０％）�

アルミ・銅�
２,１２０�
（２６％）�

鉄鋼・溶接�
４,４３８�
（５４％）�

当社は、鉄鋼事業・建設機械事業・IT事業の提携、不動産
事業の統合など、事業の選択と集中を実施してきました。
今後は、中心となる事業分野の収益力強化に向けて経営

資源の集中を図っていきます。

�

平成13年12月�

自動車用特殊鋼線材・棒鋼に�
関する技術提携�
 �
�

北米最大の鉄鋼メーカー�

欧州の特殊鋼線材・棒鋼のトップメーカー�

〔鉄鋼部門〕�

〔機械部門〕�

ルッキーニグループ（イタリア）�

�

平成13年9月�

建設機械事業に�
関する3社包括提携�

株式会社タダノ�

コベルコ建機株式会社�

世界3位の建設機械メーカー�

フィアットグループ（イタリア）�
CNHグローバル社（オランダ）�

USスチールグループ（米国） 

マイクロン・テクノロジー社（米国）�

●半導体事業の譲渡�
�

平成12年12月�

自動車用鋼板に関する技術提携 �

�
�

�

●自動車関連事業の強化�

平成11年10月�

建設機械事業の統合�

平成12年11月 �

ラフテレーンクレーンで�
業務提携�
�

●建設機械事業の強化�

平成13年5月�

ケーエムティー・�
セミコンダクター株式会社�
�

▲
�

フェストアルピーネグループ（オーストリア）�
平成14年1月�

自動車用鋼板に�
関する包括技術提携 �
�

中東欧最大の鉄鋼メーカー�

新日本製鐵株式會社�
平成13年12月�

競争力強化のための�
相互連携をすることで合意�

●鉄鋼事業の強化�

当 社�

当 社�

〔本社部門〕�

●不動産事業の統合�

●IT戦略および事業の強化�

日本アイ・ビー・エム株式会社�
平成14年1月�

IT戦略および事業の強化に�
関する包括提携� コベルコシステム株式会社�

神鋼興産株式会社�
平成14年3月�

合併�

▲
�

当 社�

※赤い文字は当期中に行なった選択と集中です。

これまでに行なってきた主な選択と集中
〔鉄鋼部門〕
平成１１年 ８月：当社と米国USX社との合弁事業であるUSS/KOBEスチール社の棒

鋼・線材部門を分離し、米国リパブリック・エンジニアド・スチール社
およびバー・テクノロジーズ社と合併し新たな事業運営体制を構築。

平成１１年１２月：当社と米国USX社との折半出資したパイプ製造の合弁会社ロレイ
ンチューブラー社の当社保有株式全てをUSX社に譲渡。

平成１２年 ４月：日本高周波鋼業株式会社を子会社化し特殊鋼事業の再編・強化。
〔アルミ・銅部門〕
平成１１年 ７月：当社、三菱マテリアル株式会社、三菱伸銅株式会社は、業務提携し

銅圧延事業の強化。
平成１２年１２月：当社、住友軽金属工業株式会社は、業務提携しアルミ押出事業の強化。
〔機械部門〕
平成１２年 １月：切削工具事業を行なう神鋼コベルコツール株式会社の当社保有株式

全てを三菱マテリアル株式会社に譲渡。
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これを次のとおり処理します。
次 期 繰 越 損 失

当 期 未 処 理 損 失

固定資産圧縮積立金取崩額

84,528,453,615
1,688,826,164

82,839,627,451

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 損 失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 損 失

前 期 繰 越 損 失

合併による未処分利益受入額

当 期 未 処 理 損 失

8,168
7,626
542
507
903
146
360

1,545
1,038

1
433（加算）
605
236
――
842

7,939
7,635
304
436
780
△ 40
195
530
375
0

165（加算）
209
838
203
845

科 目

■損益計算書の要旨（単独）
（単位：億円）

（注）１.金額は億円未満の端数を切り捨てております。
２.△印は損失を示しております。

■損失処理（平成１3年度）
（単位：円）

平 成１２ 年 度
平成　年４月１日から
平成 年３月 日まで

平 成１３ 年 度
平成　年４月１日から
平成 年３月 日まで１３

１２
３１ １４ ３１（ １３ （（（

平 成１２ 年 度
（平成１３年３月３１日現在）

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形・売掛金

棚 卸 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

機 械 及 び 装 置

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 等

投資有価証券等

そ の 他

資 産 合 計

（15,208）
4,561
585

1,661
1,485
829

10,647
7,493
1,628
3,472
2,392
114

3,039
2,152
886

15,208

（15,240）
4,345
468

1,663
1,537
677

10,895
7,541
1,737
3,203
2,600
108

3,245
1,856
1,389

15,240

科 目 平 成１３ 年 度
（平成１４年３月３１日現在）

■貸借対照表の要旨（単独）
（資産の部） （単位：億円）

（負債及び資本の部） （単位：億円）

平 成１２年 度
（平成１３年３月３１日現在）

（負 債 の 部）

流 動 負 債

支払手形・買掛金

短 期 借 入 金

一年内償還社債

そ の 他

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

そ の 他

（資 本 の 部）

資 本 金

法 定 準 備 金

欠 損 金

（うち当期損失）

評 価 差 額 金

自 己 株 式

負 債 及 び 資 本 合 計

（12,138）
4,822
1,569
1,962
50

1,239
7,316
3,310
3,010
995

（3,070）
2,136
1,604
674

（605）
3
――

15,208

（12,117）
5,452
1,609
2,258
550

1,035
6,664
3,108
2,489
1,067

（3,123）
2,151
1,660
678

（209）
△ 9
△ 0

15,240

科 目 平 成１３ 年 度
（平成１４年３月３１日現在）

（注）金額は億円未満の端数を切り捨てております。
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３１ １４ ３１（ １３ （（（
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（15,208）
4,561
585

1,661
1,485
829

10,647
7,493
1,628
3,472
2,392
114

3,039
2,152
886

15,208

（15,240）
4,345
468

1,663
1,537
677

10,895
7,541
1,737
3,203
2,600
108

3,245
1,856
1,389

15,240
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（負 債 の 部）
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支払手形・買掛金

短 期 借 入 金

一年内償還社債

そ の 他

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

そ の 他

（資 本 の 部）

資 本 金

法 定 準 備 金

欠 損 金

（うち当期損失）

評 価 差 額 金

自 己 株 式

負 債 及 び 資 本 合 計

（12,138）
4,822
1,569
1,962
50

1,239
7,316
3,310
3,010
995

（3,070）
2,136
1,604
674

（605）
3
――

15,208

（12,117）
5,452
1,609
2,258
550

1,035
6,664
3,108
2,489
1,067

（3,123）
2,151
1,660
678

（209）
△ 9
△ 0

15,240

科 目 平 成１３ 年 度
（平成１４年３月３１日現在）

（注）金額は億円未満の端数を切り捨てております。


